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要 旨

本研究では，BSCを導入している中小企業を対象に，どのような BSCの効

果（�戦略理解の効果，�部門間の効果，�業績評価の効果）が BSCの継続

性に影響を与えているのかを明らかにした。その結果，業績評価の効果，部門

間の効果よりも戦略理解の効果が BSCの継続性に影響を与えていた。その理

由として，次の３つが考えられた。１つは，これまで戦略はトップマネジメン

トが策定していたものの，BSCを導入することで，従業員全員が戦略の作成

に関与するといったトップからみんなで考える戦略へと変化したからである。

２つめは，BSCを導入することで，みんなが出した意見を目に見える形で残

しておくことができるようになり，組織として知識が蓄積できるようになった

からである。３つ目は，BSCを導入することで，従業員は４つの視点（財務

の視点，顧客の視点，内部プロセスの視点，学習と成長の視点）を学ぶことが

でき，これまで知らなかった新しい考えに触れることでおもしろさを感じるよ

うになったからである。

キーワード：中小企業，BSC，BSCの効果，BSCの継続要因

Abstract

The study of balanced scorecard in the existing research has been focused on

large, multinational and multi-divisional companies. Study on balanced scorecard



on small and medium-sized enterprises has been hardly carried out. Therefore, the

purpose of this paper is to examine what kind of effects of BSC（effectiveness of

strategic understanding, effectiveness of business unit communication, effectiveness

of performance evaluation）give influence to continuation factors in small and

medium-sized enterprise. As a result, an effect of strategy understanding influenced

continuation factor of BSC than an effect of business unit communication and an

effect of achievement evaluation. The following three reasons were found. First,

after introducing BSC, all the employee take part in making the strategy which was

previously made by top management. This resulted to the active involvement of

employee in strategic initiative. Second, it became possible to leave the opinion that

every employee has expressed in visible shape by introducing the BSC. As a result,

small and medium-sized enterprises accumulate intellectual capital and organization

knowledge. Third, after introducing BSC, employee can learn four perspectives

（financial perspective, customer perspective, internal business perspective, and

learning and growth perspective）and thereby they touch the new way of thing that

they did not know till now. Hence employee raised their motivation and

satisfaction.

Key words : small and medium-sized enterprises, BSC, effect of BSC, continuation

factor of BSC

１ は じ め に

バランススコアカード（以下 BSCと略す）は，現在，戦略的な業績評価ツ

ールから企業ビジョンと戦略を従業員に浸透させる戦略マネジメントツール

（Kaplan and Norton［２００１］）へと変化し，用いられている。そのため多くの企

業で BSCは導入されたものの，BSCは魔法のツールではないので，BSCを導

入したことでかえってデメリットが生じることもある。

Papalexandris et al.［２００４］では，BSCにおけるデメリットとして次の２点を
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あげている。それは，�多くの時間と資源が BSCの開発には要求されること，

�BSCを維持するためには常にアップデートし続ける必要があることである。

これは，BSCを継続することの難しさを意味している。せっかく多くの時間と

資源をかけて BSCを導入・運用しても，継続できなければ意味はなく，無駄

に終わってしまう可能性もある。

そこで，本研究では，BSCの継続性について考えることにする。具体的に

は，BSCを導入・運用し得られる，どのような効果が BSCの継続性に影響を

与えているのかを明らかにする。その際，トップマネジメントが「かけ声」を

かけるといった外的要因に注目するのではなく，本研究では BSCから得られ

る効果といった内的要因，ないしは，BSCが内包している効果の点から BSC

の継続性を考えることにする。その理由は，例えば外的要因であるトップマネ

ジメントがいくらかけ声をかけ BSCを継続しようとしても，BSCの活動その

ものからくる「おもしろさ」がなければ，長続きしないと思えるからである。

また，その際の研究対象は，中小企業である。Kaplanと Nortonに代表され

る BSCの研究対象は大企業が中心で，中小企業に関する BSCの研究はほとん

ど行われてこなかった。実際，中小企業で BSCはあまり使われておらず，い

くつかの例外的な中小企業で導入されている程度である。そこで，例外的に導

入・運用している中小企業を対象に，どのような BSCの効果が BSCの継続性

に影響を与えているのかを検討する。そうすることで，今後 BSCを導入・運

用しようとする中小企業の指針になると考えられる。

なお，本研究では，BSCを「ビジョンと戦略をトップから従業員１人ひと

りに至るまで実現するための戦略実行のツール」とする。また，本研究では，

BSCの効果について，従業員の視点から検討する。この場合，従業員の視点

とは，従業員全員を研究対象に含めることを意味する。
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２ 先行研究のレビューとリサーチクエッション（RQ）

本節では，まず，�中小企業における BSCのレビューを行い，その後，�

大企業における BSCの成果に関するレビューを行う。次に，�中小企業の特

徴について整理し，�RQを提示する。

２．１ 中小企業に関するBSCのレビュー

これまでの BSCに関する研究は大企業を中心とした研究（櫻井［２００３］，乙

政［２００４］，林［２００４］）が多く，中小企業に関する BSCの研究はあまり行われ

てこなかった（Chow et al.［１９９７］, Andersen and２GC Active Management［２００１］,

Gumbus and Lussier［２００６］）。Gumbus and Lussier［２００６］では，２０００年１月

から２００３年９月までにおける文献（Journal of Small Business Management,

Journal of Business Venturing, Entrepreneurship Theory and Practice, International

Small Business Journal, Journal of Small Business Strategy）を調べ，中小企業に

おける BSCの研究論文はなかったと述べている。なお，Chow et al.［１９９７］や

Andersen and２GC Active Management［２００１］の研究では，理論研究から BSC

は中小企業においても有効なマネジメントツールであると結論を導き出した。

しかしながら，実証研究を伴っていないために，中小企業が BSCを導入・実

施する際の課題や問題点などについて触れているわけではない。

このように中小企業に関する BSCの実証研究はあまり行われていないもの

の，中小企業における BSCの導入に関する研究として，伊藤・上宮［２００５］や

金森［２００８］の研究がある。金森［２００８］では，BSCを導入した中小企業の

特徴として，�事業ドメインが明確であり，�トップマネジメントが多様な情

報源を持っていたことを明らかにした。また，BSCを導入して収益が向上し

た中小企業の特徴として，�BSC導入時において，トップが BSC導入を自ら

の意思であることを示し，そのために高い目標を掲げて追及していたこと，�

新規のプロジェクトに専任となる人材を割り当てる余裕があったこと，�経営
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者のリーダーシップとして，多様な情報源を持っていたことを明らかにした。

しかしながら，金森［２００８］には，次の３つの課題が残されている。それは，

�BSCの導入に力点がおかれ，導入後の成果や効果にはあまり触れられてい

なかったこと，�BSC導入後の成果・効果と BSCの継続性についてはまった

く触れられていなかったこと，�BSCはビジョンと戦略をトップから従業員

１人ひとりに至るまで実現する戦略実行のツールであるにも関わらず，実証研

究の対象がトップだけであったことである。

２．２ 大企業におけるBSCの成果・効果に関する研究

Ittner and Larcker［１９９８］では，BSCのコンセプトによる業績や実施に関す

る研究はあまり行われていないと述べている。しかしながら，BSCの成果は

�業績に関する研究と�業績以外に関する成果として次のように整理できる。

業績に関する研究として，Braam and Nijssen［２００４］では，オーストラリア

の企業調査において，�測定に焦点をおいた BSCの使用と�戦略に焦点をお

いた BSCの使用では，業績がどのように異なるかを調べた。その結果，BSC

を使用すれば自ずと業績が向上するのではなく，企業戦略を補完する目的で

BSCを使用すれば，業績にプラスの影響を与えていたことを明らかにした。

一方，業績以外に関する成果として，従業員の参画（Papalexandris et al.

［２００４］），他の事業部との関係（Papalexandris et al.［２００４］），組織の戦略共有

に効果があること（林［２００４］，Papalexandris et al.［２００４］），導入したことに

よるメリットとデメリット（Papalexandris et al.［２００４］），反省点（Butler et al.

［１９９７］, Ahn［２００１］）などがある。

しかしながら，これらの研究のほとんどは従業員の視点から BSCの研究を

行ったわけではない。唯一の例外が，林［２００４］の研究である。林［２００４］で

は，BSC導入企業の全従業員に対してアンケート調査を行い，戦略コミュニ

ケーションの側面から組織における戦略共有効果の研究を行った。その結果，

BSCは組織の戦略共有に効果的であることを実証的に明らかにした。
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また，林［２００４］では，戦略共有効果に着目しながら，BSCと戦略の関係，

BSCと従業員の関係，BSCと他部門との関係といった収益以外の効果につい

ても研究を行っている。しかし，林［２００４］の研究には次の２つの課題が残さ

れている。１つは，研究対象が大企業の従業員であったため，中小企業におけ

る従業員の場合，BSCの効果はどのようになっているのかがわからないこと

である。２つ目は，BSC導入後の効果と BSCの継続性についてはまったく触

れられていないことである。

２．３ 中小企業の特徴

大企業と中小企業１）では，組織コンテキストが大きく異なる。Tidd et al.

［２００１］では，イノベーティブな大企業との比較において，イノベーティブな

中小企業（被雇用者数５００人未満）には，�組織的な強み（コミュニケーショ

ンの容易さ，意思決定のスピードの早さ，被雇用者の献身度，新しいものに対

する受容性など），�技術的な弱み，�産業部門間の相違があると述べている。

また，大企業と比較した場合，中小企業では，経営者やシニア・マネージャ

ーの役割が極めて重要である（Tidd et al.［２００１］，小川［２００６］，渡辺［２００６］）。

２．４ RQ

中小企業における BSCのレビュー，大企業における BSCの効果，中小企業

の特徴を踏まえ，従業員の視点から中小企業における BSCの効果と継続性に

ついて考えると，次の RQを立てることができる。

RQ：中小企業では，どのような BSCの効果が従業員の BSCに対する継続要

因に影響を与えているのか？ また，それはなぜか？
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３ 研 究 方 法

本節では，上記の RQを解くために研究方法を�調査対象者，�調査項目か

ら整理する。

３．１ 調査対象者

調査の対象者は製造業２社の社員全員である。両社ともに，BSCを導入し

て，２年以上３年未満の製造業であり，BSCを導入したことで，収益はやや

向上していた企業であった。

２社の企業（Ａ社とＢ社）には，次のような特徴がある。Ａ社はパッケージ

の製造販売を主力ドメインとした企業であり，近年の低価格化，需要減少など

により収益が低迷していた。そこで，社長がこれまでつきあいのあったコンサ

ルタントに相談２）したことで，BSCを知ることになり，社長が BSCの価値を

見いだし BSC導入を決めたのである。BSCを導入した結果，収益が向上した

ことに加えて，社内のコミュニケーションが活性化された。また，他部門同士

の情報のやりとりや情報共有が促進されるようになった。

Ｂ社は，製菓・製パン用パッケージの製造販売を主力ドメインとした企業で

あり，Ａ社同様，近年の低価格化，需要減少などにより収益が低迷していた。

そこで，経営幹部は新しい製品のパッケージを開発し，経営革新による打開策

を図ろうとしていた。しかしながら，思うような受注に結びつかずコスト負担

となっていた。そのような折りに，社長が某セミナーに参加し，戦略ツールと

しての BSCの有用性に価値を見いだし，導入に至ったのである。BSCを導入

した結果，既存市場へのマーケティング戦略が明確化され，営業・受注・物流

コストの見直しが全社的にはじまり，PDCAサイクルをつうじて収益性が向上

した。また，予算実績表の公開により，透明性の増した状況での社内コミュニ

ケーションが図られるようになった。

なお，２社しか調査協力が得られなかった理由３）は，他の中小企業では従業
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員に対してアンケートやインタビューを行うことを拒まれたからである。

調査は２００８年１１月１日～２００８年１１月３０日までの間に，２社の社長に郵

送で行われた。ただし，従業員個人が BSCについてどのように思っているの

かを正確に把握するために，各個人が調査票に回答してもらい厳封し，個別に

返送してもらった。こうすることで，社長が従業員の回答を見れないように工

夫した。その結果，質問紙の回収は３９通であり，回収率は９７．５％であった。

３．２ 調査項目

調査項目は，�社長のみが答える質問，�回答者の属性，�社長も含めた全

従業員が答える質問からなっている。

３．２．１ 社長のみが答える質問

社長のみが答える質問は，BSCに関する質問と企業の概略についてである。

BSCに関する質問では，�BSCの導入に際して，従業員の戦略の理解・共有

をどの程度重視したか，�BSCを導入して，自社ではどのくらいの年月が経

つか，�BSCを導入して，収益は向上したかである。その結果，両社とも BSC

を導入して，２年以上３年未満であった。BSCの導入に際して，従業員の戦

略の理解や共有を非常に重視しており，BSC導入前と比較して，BSCを導入

したことで，収益はやや向上していた。

企業の概略の質問では，�従業員数は何名か，�創業年数は何年かであり，

両社ともに，従業員数は２０人以上５０人未満で，創業年数は５０年以上であっ

た。

３．２．２ 回答者の属性

調査対象者である個人の属性を�性別，�勤続年数，�年齢，�所属部門ご

とにみると次のような特徴がある。�性別は男性４８．７％，女性５１．３％であっ

た。�勤続年数は１０年未満４６．２％，１０年以上２０年未満２５．６％，２０年以上
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２８．２％であった。�年齢は２０歳以上３０歳未満５．１％，３０歳以上４０歳未満

２８．２％，４０歳以上５０歳未満３３．３％，５０歳以上３３．３％であった。�所属部門

は管理部門２０．５％，営業部門２５．６％，製造部門３５．９％，その他１７．９％であっ

た。

３．２．３ 社長も含めた全従業員が答える質問

社長も含めた全従業員が答える質問は，林［２００４］を参照しながら，戦略理

解の効果，部門間の効果，業務の効果，業績評価の効果，経営理念の効果，４）

BSCの継続性の点から質問を行った。

戦略理解の効果では，経営戦略に対する従業員の理解が深まった，非財務目

標が加わることで社員への経営戦略の理解が深まった，戦略マップの活用によ

り従業員への経営戦略の理解が深まったの３項目からなっている。

部門間の効果では，部門戦略と業績目標のリンクが強化された，財務的な目

的と部門戦略のつながりが明確になった，部門横断的な戦略の共有・理解が深

まった，戦略マップの活用により部門間の業務連携が向上したの４項目で構成

されている。

業務の効果では，部門内での仕事の役割が明確になった，意思決定のよりど

ころが明確になった，従業員の行動規範が明確になった，従業員のモチベー

ションが向上した，コミュニケーションレベルが向上したの５項目からなって

いる。

業績評価の効果では，業績評価が浸透した，経営戦略の達成度によって従業

員の評価が行われるようになったの２項目で構成されている。

経営理念の効果では，戦略目標の計数化により進�状況の把握が行われるよ

うになった，経営理念の軽視が見られた（逆転項目），数値にこだわるばかり

数値の一人歩きの現象が見られた（逆転項目）の３項目からなっている。

BSCの継続性では，自社に BSCは必要である，BSC導入・運用に満足して

いる，今後も BSCを継続する必要があるの３項目で構成した。
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平均 SD α

BSCの継続性 ２．７０ ．８０ ．７５

戦略理解の効果 ２．６３ ．７２ ．８６

部門間の効果 ２．４６ ．８５ ．９１

業務の効果 ２．７２ ．７３ ．８５

業績評価の効果 ３．０５ ．７９ ．７０

経営理念の効果 ３．３２ ．７７ ．３３

図表１ 各変数の平均値，SD，α 係数

各質問項目では「はい」を１，「どちらかといえば，はい」を２，「どちらと

もいえない」を３，「どちらかといえば，いいえ」を４，「いいえ」を５として

得点化した。

次に，各質問項目について，その信頼性と基礎統計量を算出した。その結果

が図表１である。α 係数を用いて信頼性を検討したところ，経営理念の効果に

おける信頼性（．３３）が著しく低いことがわかったので，検討する効果の項目

から除外することにした。上記以外の効果については，効果項目として十分の

値（．７０以上）であると判断した。

また，本研究では，どのような BSCの効果が従業員の BSCに対する継続要

因に影響を与えているかを検討しようとするものであるが，それに先だって従

業員の在職年数が BSCの継続性，戦略理解の効果，部門間の効果，業務の効

果，業績評価の効果，経営理念の効果におよぼす影響を検討しておく必要があ

る。なぜなら，中小企業の場合，経験年数といった在職年数によって，従業員

の質が異なるからである。そこで，BSCの継続性，経営戦略の効果，部門間

の効果，業務の効果，業績評価の効果，経営理念の効果の尺度得点について在

職年数を要因とする t検定を行うことにした。

t検定を行うに当たって，在職年数を１０年未満と１０年以上の２つのグルー

プに分けることにした。在職年数を１０年で区切った理由は，１０年以上在職す
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１０年未満
（N＝１８） １０年以上 t値

BSCの継続性 ２．６９
（０．７１）

２．７０
（０．８９）N＝２０ ．０２

戦略理解の効果 ２．７５
（０．５８）

２．５２
（０．８１）N＝２１ ．９８

部門間の効果 ２．６６
（０．８２）

２．２７
（０．８５）N＝２１ １．４５

業務の効果 ３．００
（０．６６）

２．４８
（０．７１）N＝２１ ２．３７＊＊

業績評価の効果 ３．２７
（０．７１）

２．８４
（０．８１）N＝１９ １．７２＊

図表２ t検定の結果

セル内は平均値，（ ）内は標準偏差。両側検定 ＊＊＊：p＜．０１，
＊＊：p＜．０５，＊：p＜．１０

ればベテランないしは，熟練とみなすことができると思えたからである。５）

図表２からもわかるように，業務の効果 t（３７）＝２．３７，p＜．０５，業績評価の

効果 t（３５）＝１．７２，p＜１．０で有意さがあった。つまり，業務の効果では５％水

準で有意差となり，業績の効果で，１０％水準で有意さとなった。

これらのことを踏まえると，業務の効果については，在職年数において影響

があることになる。つまり，在職年数において，業務の効果には違いがあると

考えられる。その一方で，業績評価の効果では１０％水準で有意さがあるもの

の，在職年数においてそれほど影響があるとは考えられない。したがって，在

職年数によって業績の効果には違いはないものとして扱うことにする。

これらの結果を踏まえて，次に，BSCの継続性，戦略理解の効果，部門間

の効果，業績評価の効果における各変数間の相関関係を求めることにした。

中小企業における BSCの継続要因に関する研究 ２２５



BSCの継続性 戦略理解の効果 部門間の効果 業績評価の効果

BSCの継続性 － ．４３９＊＊＊ －．０３６ －．０１３

戦略理解の効果 ．４４５＊＊＊

N＝３７ － ．７４１＊＊＊ ．４１４＊＊＊

部門間の効果 ．５６７＊＊＊

N＝３７
．８７７＊＊＊

N＝３９ － －．１２４

業績評価の効果 ．２８６
N＝３６

．５３５＊＊＊

N＝３８
．６４３＊＊＊

N＝３８ －

図表３ 変数間の相関，偏相関係数

表中右上が偏相関係数，左下が相関係数 両側検定 ＊＊＊：p＜．０１，＊＊：p＜．０５

４ 調 査 結 果

BSCの継続性，戦略理解の効果，部門間の効果，業績評価の効果における

各変数間の相関関係を求めた。さらに，これらの変数内で，求められる２変数

以外の変数の影響をコントロールした偏相関係数も算出した。その結果が図表

３である。

図表３からもわかるように，相関係数については，BSCの継続性と戦略理

解の効果は相関係数 R＝．４４５，p＜．０１，BSCの継続性と部門間の効果は相関

係数 R＝．５６７，p＜．０１，戦略理解の効果と部門間の効果は相関係数 R＝．８７７，

p＜．０１，戦略理解の効果と業績評価の効果は相関係数 R＝．５３５，p＜．０１，部門

間の効果と業績評価の効果は相関係数 R＝．６４３，p＜．０１であった。

したがって，相関係数については，BSCの継続性と業績評価の効果をのぞ

くすべての変数間において有意な相関（p＜．０１）がみられた。また，BSCの継

続性と業績評価の効果をのぞくすべての変数間において，正の相関があった。

戦略理解の効果と部門間の効果は相関係数 R＝．８７７であり，強い相関がみら

れた。それ以外の変数では，相関係数は０．４～０．７であり，中程度の相関がみ

られた。

その一方で，偏相関係数については，BSCの継続性と戦略理解の効果は偏
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相関係数の関連図 偏相関係数の関連図

戦略理解
の効果

部門間の効果

業績評価
の効果 BSCの継続性

戦略理解
の効果

部門間の効果

業績評価
の効果 BSCの継続性

.445***

.877***

.535***

.643*** .567***

.741***

.414*** .439***

図表４ 相関係数と偏相関係数の関連図の整理

偏相関係数において，ほとんど相関がない，ないしは，p＞．１０の場合は線を省略した。

相関係数 R＝．４３９，p＜．０１，戦略理解の効果と部門間の効果は偏相関係数 R

＝．７４１，p＜．０１，戦略理解の効果と業績評価の効果は偏相関係数 R＝．４１４，p

＜．０１であった。また，戦略理解の効果と部門間の効果は偏相関係数 R＝．７４１

であり，強い正の相関が見られた。BSCの継続性と戦略理解の効果は偏相関

係数 R＝．４３９，戦略理解の効果と業績評価の効果は偏相関係数 R＝．４１４であ

り，中程度の正の相関がみられた。

相関係数と偏相関係数の関連図を整理したのが，図表４である。図表４から

もわかるように，相関係数と偏相関係数では，有意な相関関係は異なる。

５ 考 察

本節では，どのような BSCの効果が継続因に影響を与えているのかを�効

果と継続性，�戦略理解の効果の点から整理する。
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５．１ 効果と継続性

相関係数と偏相関係数が有意であったからといって，因果関係があることを

意味するわけではない。あくまでも変数間に関連がみられたということであ

る。しかし，本研究では，戦略理解の効果，部門間の効果，業績評価の効果が

BSCの継続性という要因に影響を与えていると考えている。

そもそも継続性に関する質問では，自社に BSCは必要である，BSC導入・

運用に満足している，今後も BSCを継続する必要があるといった未来志向の

項目からなっている。その一方で，戦略理解の効果，部門間の効果，業績評価

の効果は先行している原因項目である。

つまり，時間軸をベースに考えた場合，継続性は未来志向で遅延しており，

戦略理解の効果，部門間の効果，業績評価の効果に対して因果関係がありそう

だと考えることができる。

なお，ここで，われわれが注目するのは求められる２変数以外の変数の影響

をコントロールした偏相関係数の関連図である。

図表４からもわかるように，BSCの継続性に影響を与えているのは，戦略理

解の効果のみであった。業績評価の効果，部門間の効果は継続性に影響を与え

ていなかった。つまり，BSCの継続性には，戦略理解の効果がもっとも重要で

あることがわかる。したがって，BSCを継続するためには，業績評価の効果，

部門間の効果よりも戦略理解の効果にちからをいれて，BSCを運用していく必

要があるといえよう。その一方で，業績評価の効果と部門間の効果は戦略理解

の効果と関連があった。つまり，業績評価と部門間の効果は戦略理解の効果を

媒介として，BSCの継続性に影響を与えていると考えることができる。

５．２ 戦略理解の効果

本節では，なぜ，戦略理解の効果は BSCの継続性に影響を与えているのか

を考えることにする。その理由は次の３点に求めることができる。それは，�

トップからみんなで考える戦略へ変わったこと，�組織における知の基盤整備
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ができたこと，�４つの視点からくるおもしろさがあったことである。

以下では，Ａ社の社員に対して行ったインタビュー結果を踏まえながら考察

を行っていくことにする。具体的なインタビュー内容は，BSC導入全体を振

り返ってみて，�どのようなメリットがあったか，�BSCを必要と感じてい

るか，�継続することに対してどう思っているかというものである。

５．２．１ トップからみんなで考える戦略へ

中小企業では，経営者やシニア・マネージャーの役割が極めて重要である

（Tidd et al.［２００１］，小川［２００６］，渡辺［２００６］）。小川［２００６］は，中小企業で

は，迅速な決定を行う可能性は高いが，その判断の的確さは経営者次第であり，

そのことが中小企業の大きな特徴でもあると述べている。また，渡辺［２００６］

は，中小企業では，経営者の判断が少数の人間の状況認識により決定されると

述べている。

このように中小企業では，ごく少数のトップマネジメントの人が経営につい

ての機能を担っており，トップマネジメントが戦略を策定している。しかしな

がら，BSCを導入することで，従業員全員が戦略マップの作成に関与し，戦

略を考えるきっかけになる。

「全員が戦略の理解を深めてくれた。例えば，今までは○○は財務の視点

などを考える必要はなかったのに，考えるようになった。これまで現場の

意見が多く，財務の視点を含めた戦略についての意見などはまったくな

かった。戦略のことも含めて考えてくれることはうれしい。６）」（取締役）

「○○の活動よりも続けたほうがいい。○○活動が底上げ的な活動だとす

ると，BSCは戦略的な大きな話の流れだと思う。戦略についてみんなの

理解も深まるので，こっちのほうを継続するべきだと思う。７）」（Ａ課長）

中小企業における BSCの継続要因に関する研究 ２２９



「BSCはみんなで話し合って意見を出しながらやっていった。社長や常務

が話しに加わり，みんなで近い将来実現していく戦略などを（マップに）

いれていくといった考える作業は非常に楽しかった。８）」（Ｂ社員）

このように BSCを導入することで，戦略について従業員が考えるようにな

る。これまでは上から与えられた戦略であったものの，われわれの戦略へと変

わることで，BSCに対する満足などが高まり，BSCの継続性に影響を与えた

と考えられる。そして，このように従業員全員が戦略マップ作りに関与できる

のは，中小企業だからこそできるのではなかろうか。なぜなら，大企業で従業

員全員を一堂に集めて，従業員全員で戦略について考えることなどはできない

からである。

５．２．２ 組織における知の基盤整備

「これまでも会議などで意見などはでていたが，その場限りであったが，

BSCを導入しマップに作成することで意見が蓄積されるようになったと

思う。…略…（意見が蓄積されていくことでわかったことは）BSCは，

自分たちのためになっている。自分たちのためになれば会社のためになる

し，会社がよくなればお客もよくなる。だから，どんどん BSCを改善し，

続けていかなくてはと強く感じている。９）」（Ｂ課長）

「BSCを導入する以前は，ミーティングなどはあまりなかったが，今で

は，小さなミーティング（１０分程度）を全員で行うようになった。実際，

１日に１回ミーティングがあり，それをもとに BSCの戦略マップを作成

することで，徐々に意見が蓄積されるようになってきている。１０）」（取締役）

このように，BSCを導入したことで，みんなの意見を残しておくことがで

きるようになる。つまり，戦略マップを作成することで，意見が蓄積され，目
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に見える形で知が組織に蓄積されていくことになる。これは，組織において知

の基盤が整備されたことを意味する。知の基盤ができはじめた結果，BSCそ

のものが自分たちのためになっていることが理解でき，BSCをよりよく改善

し，継続して行こうと考えるようになったと思われる。

このように知の基盤整備ができるのは，１０分程度の小さなミーティングで

あれ，素早く従業員を集めることができるからであろう。つまり，時間調整に

関するコストが低いからなせるのであり，この点こそが中小企業における優位

性だと考えられる。

５．２．３「４つの視点からくるおもしろさ」

これまで，中小企業で働く人々は，経営者であれ一般社員の人であれ，多様

な職務経験をこなしてきた（渡辺［２００６］）。しかし，それは現場に密着した多

様な職務であり，現場から離れた職務とはあまり縁がなかったのではなかろう

か。ところが，BSCを導入し，４つの視点である財務の視点，顧客の視点，

内部プロセスの視点，学習と成長の視点を学ぶことで，従業員は，これまで知

らなかった新しい考えに触れ，おもしろさを感じ，やる気が高まるのである。

「自分が知らなかったことが把握できた。これまでは，きれいだというこ

としか考えなかった。今では，単価なども考えるようになった。これは財

務の視点を勉強したから（だと思う。）コスト面をすごく意識するように

なった。今までは，製造のことだけをやればよかったからコストなど考え

たこともなかった。でも，今ではそれがおもしろい。１１）」（Ａ社員）

「自分たちの状況をしるのが大事だとわかった。こういうふうに見られて

いるとか。今後こういうふうな情勢になるので，価格に反映しないといけ

ないとか（意識するようになった）。そのため，コスト意識がでてきた。

これまでコストのことなどあまり考えたことなかった。会社に必要なツー
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ルだと思う。１２）」（Ｂ社員）

このように，個人は新しいものの見方を身につけることで，やる気が高ま

る。つまり，戦略を達成するために４つの視点をマップに作成し，４つの視点

を学ぶことで，個人のやる気が高まることになる。その結果，BSCに対する

満足などが高まり，BSCの継続性に影響を与えたと考えられる。

しかしながら，この４つの視点からくるおもしろさに関しては，必ずしも中

小企業に限定されたものではないかもしれない。大企業においても，４つの視

点からくるおもしろさといった点が，BSCの継続性に影響を与えているかも

しれない。この点については，今後の課題でもある。

６ お わ り に

最後に，�本研究の貢献と�今後の課題について整理する。

６．１ 貢献

本研究の貢献として，中小企業では，どのような BSCの効果が従業員の

BSCに対する継続要因に影響を与えているかを実証研究から明らかにしたこ

とである。その結果，BSCを継続するためには，業績評価の効果，部門間の

効果よりも戦略理解の効果にちからをいれて，BSCを運用していく必要があ

ることを明らかにした。その理由は，�トップからみんなで考える戦略へ，�

組織における知の基盤整備，�４つの視点からくるおもしろさに求めることが

できた。特に，�トップからみんなで考える戦略と�組織における知の基盤整

備については，組織規模が小さく機動性があり，時間調整コストが低い中小企

業だからこそできるものと考えられる。

６．２ 今後の課題

その一方で，次のような研究課題も残されている。
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１つは，本研究からも明らかになった�４つの視点からくるおもしろさと継

続性に関する課題である。具体的には，４つの視点からくるおもしろさといっ

た点は，大企業でも BSCの継続要因に影響を与えているかについて，明らか

にしていく必要がある。

また，本研究の研究対象は BSCを導入して，２年以上３年未満の製造業の

みであった。また，BSCを導入したことで，収益はやや向上していた企業の

従業員であった。そのため幾分サンプリングにおいて偏りが生じているのは否

めない。したがって，今後は，BSCを導入して失敗した企業なども含めて，

研究していく次第である。

さらに，本研究では，BSCの継続性に影響を与える外的要因，例えばトッ

プマネジメントの「かけ声」などからの分析は行わなかったので，今後は外的

要因などを踏まえながら，BSCに対する継続性の研究などを行っていく予定

である。

加えて，BSCの導入プロセスの研究も行っていく予定である。具体的には，

中小企業では，人，モノ，カネ，情報が不足している中で，なぜ BSCの導

入・定着がうまくいったのかを明らかにしていく次第である。また，その際に

は，BSC導入後のフィードバックにおける改善プロセスなども研究していく

次第である。

注

１）中小企業基本法では，中小企業を次のように定義している。�製造業その他では，資本
の額又は出資の総額が３億円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が３００人以下の会

社及び個人，�卸売業では，資本の額又は出資の総額が１億円以下の会社並びに常時使用
する従業員の数が１００人以下の会社及び個人，�小売業では，資本の額又は出資の総額が
５千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の数が５０人以下の会社及び個人，�サー
ビス業では，資本の額又は出資の総額が５千万円以下の会社並びに常時使用する従業員の

数が１００人以下の会社及び個人である。http://www.chusho.meti.go.jp/soshiki/teigi.html。２００７
年２月２８日参照。なお，本稿では，数量的な定義に質的要素を加え，成長志向の強い中

小企業，ないしはベンチャー企業も含めて中小企業と捉えている。
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２）なお，BSC導入に影響を与えるものとして，BSCの効果を伝達するメディアやコンサル
タントなど（Malmi［２００１］，乙政［２００４］）が指摘されている。
３）なお，一般的に，中小企業の場合，従業員の情報を外部に出したくないものである。お

そらく，このようなことも調査に協力できなかったことと関係していると思われる。

４）経営理念については，独自に設けた質問項目である。アンケート調査をするまえに，ヒ

アリングを行った結果，BSCを導入したことで，経営理念の軽視，数字さえ達成できれば
それでいいといった行動が見られたからである。

５）なお，２０年で区切った場合は２０年未満では２８人，２０年以上では１１人であった。

６）インタビュー日時，２００７年１０月１８日。

７）インタビュー日時，２００７年１２月１８日。

８）インタビュー日時，２００７年１２月２６日。

９）インタビュー日時，２００８年３月１１日。

１０）インタビュー日時，２００７年１０月１８日。

１１）インタビュー日時，２００８年３月１１日。

１２）インタビュー日時，２００７年１２月２６日。
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